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健康づくり、医療保険2

健康管理に役立てるため、希望者に健康手帳を交付します。健（検）診・健康相談を
受けたときは、その結果や日常の健康状態を記録し、健康管理にご活用ください。
対 象 40歳以上のかた。
費 用 無料

問い合わせ 健康推進課　成人保健係　☎ 5722-9589　　FAX 5722-9329

健康手帳

健 康 づ く り

特定保健指導
特定健康診査を受けた結果、腹囲や BMI、血圧、血糖、脂質の値、喫煙習慣により、

生活習慣の改善が必要なかたに、保健師や管理栄養士などの専門職が 3か月間又は６か
月間にわたって生活習慣の改善を支援します。対象者には案内を送付します。
対 象 ①40歳から74歳までの目黒区国民健康保険に加入しているかた。

②40歳以上の生活保護受給者で、社会保険等の健康保険に加入していないかた。
費 用 無料
実 施 場 所 ①目黒区総合庁舎

②生活福祉課

問い合わせ ①のかた 国保年金課 特定保健指導係	 ☎ 5722-9024	 FAX 5722-9339
②のかた 生活福祉課 自立支援・審査係	 ☎ 5722-9348	 FAX 5722-9340

特定健康診査
生活習慣病の予防を目的にメタボリックシンドロームに着目した特定健康診査（問診、

身体計測、血圧測定、血液・尿検査、胸部X線、心電図など）を実施します。
対 象 ①40歳以上で目黒区国民健康保険に加入しているかた。

②後期高齢者医療制度に加入しているかた。
③�40歳以上の生活保護受給者で、社会保険等の健康保険に加入していないかた。

費 用 無料
実 施 場 所 区内の実施医療機関
実 施 期 間 ６月〜11月

問い合わせ ①・②のかた	 健康推進課　成人保健係　☎ 5722-9589	 FAX 5722-9329
③のかた	 生活福祉課 自立支援・審査係　☎ 5722-9348	 FAX 5722-9340
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歯周疾患の早期発見と予防を目的として、成人歯科健康診査を実施します。

対 象 35・40・42・45・47・50・55・60・65・70・76歳のかた。

費 用 無料（ただし、歯の治療などを行った場合は受診者負担となります。）

実 施 場 所 実施医療機関

実 施 期 間 ６月〜翌年２月

がんの早期発見・早期治療を目的として、各種がん検診等を実施します。また、肝
炎ウイルス検診、眼科検診、骨粗しょう症検診も実施します。

各種検診 対　　象 実施時期 申込み方法など
胃がん検診
（２年に１回）

50歳以上のかたで前年度受診し
ていないかた

４〜３月申込み
５〜３月実施 めぐろ区報などでお知

らせします。乳がん検診
（２年に１回）

40歳以上の女性で前年度受診し
ていないかた

４〜２月申込み
５〜２月実施

大腸がん検診 40歳以上のかた

６月〜11月

目黒区国民健康保険・
後期高齢者医療制度加
入者には受診券を送付
します。その他のかた
は、電話でお申し込みく
ださい。

子宮がん検診
（２年に１回）

20歳以上の女性で前年度受診し
ていないかた

肝炎ウイルス検診
40歳以上のかたで、過去の当該
検診未受診のかたおよび医師が
必要と認めたかた

胃がんリスク検査

40・45・50・55・60・65・70・74
歳のかたで過去の胃がんリスク
検査（旧称：胃がんハイリスク検
診）未受診のかた

目黒区国民健康保険加
入者には受診券を送付
します。その他のかた
は、電話でお申し込み
ください。

眼科検診 40・45・50・55・60・65歳のかた
対象者には受診券を送
付します。骨粗しょう症検診 40・45・50・55・60・65・70歳の

女性のかた

肺がん検診 40歳以上のかた ６月〜２月

前年度に受診されたか
たには受診券を送付し
ます。その他のかたは、
電話でお申し込みくだ
さい。

問い合わせ 健康推進課　成人保健係　☎ 5722-9589　　FAX 5722-9329

成人歯科健康診査

がん検診等

問い合わせ 健康推進課　成人保健係　☎ 5722-9589　　FAX 5722-9329
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【高齢者用肺炎球菌予防接種】
対 象 次の①〜③に該当するかたで、初回接種のかたが対象となります。

①�満65歳のかた（65歳のお誕生日の前日から、66歳になるお誕生日の前
日まで）
②�60〜64歳で、心臓･腎臓･呼吸器の機能、ヒト免疫不全ウイルスによる免
疫機能の障害があり、身体障害者手帳1級程度に該当するかた。
③66歳以上のかた（令和６年度のみ）
※�これまでに、区の助成や自費で肺炎球菌ワクチン（23 価肺炎球菌莢膜ポリサッカ
ライドワクチン）を接種したことがあるかたは対象外となります。

費 用 1,500円（①、②の対象者のうち生活保護等を受給しているかたは無料）

そ の 他 ①65歳の誕生月の前月末に通知をお送りします。
②、③目黒区公式ウェブサイトから電子申請での申し込み、または下記「問
い合わせ」先に電話にてお申し込みください。（③のかたが対象となるの
は令和６年度のみ）

【高齢者インフルエンザ定期予防接種】
対 象 ①65歳以上のかた全員。

②�60〜64歳で、心臓･腎臓･呼吸器の機能、ヒト免疫不全ウイルスによる免
疫機能の障害があり、身体障害者手帳1級程度に該当するかた。

費 用 2,500円
（令和６年度については、昭和30年１月１日以前に生まれたかた、令和７年
度については昭和31年１月１日以前に生まれたかた及び対象者のうち生
活保護等を受給しているかたは無料）

そ の 他 ①９月下旬から順次通知をお送りします。
②�目黒区公式ウェブサイトから電子申請での申し込み、または下記「問い
合わせ」先に電話にてお申し込みください。

問い合わせ 感染症対策課　予防接種係　☎ 5722-7047　　FAX 5722-9890

予防接種費用の助成

【帯状疱疹予防接種費用助成】
対 象 50歳以上の区内在住者。

助 成 額 一部助成	 生ワクチン		  　 　5,000円
		  不活化ワクチン	 1回10,000円
		  ※不活化ワクチンは２回接種が必要。

そ の 他 目黒区公式ウェブサイトから電子申請での申し込み、または下記「問い合
わせ」先に電話にてお申し込みください。
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集団による体操やミニ講話を行います。

対 象 パーキンソン病のかたとその家族のかた。
費 用 無料
そ の 他 日程等詳細は直接お問い合わせ下さい。
申 込 み 事前申込みが必要です。

パーキンソン教室

問い合わせ 保健予防課　保健相談係　　　　　☎ 5722-9504　　FAX 5722-9508
碑文谷保健センター　保健相談係　☎ 3711-6447　　FAX 5722-9330

専門医による相談を行います。

対 象 高齢者の精神疾患を疑われるかたとその家族のかた。
費 用 無料
そ の 他 保健予防課　毎月第２木曜日午後、第４水曜日午前

碑文谷保健センター　偶数月 第２金曜日午後、奇数月 第３月曜日午前
※日程を変更する場合があります。

申 込 み 事前申込みが必要です。

精神保健相談（認知症含む）

問い合わせ
保健予防課　保健相談係　　　　　☎ 5722-9504　　FAX 5722-9508
碑文谷保健センター　保健相談係　☎ 3711-6447　　FAX 5722-9330
※碑文谷保健センターは令和7年4月から一旦総合庁舎に移転します。

保健に関する相談・教室

保健師・看護師・理学療法士が訪問し、介護相談や保健相談を行います。
対 象 健康や介護のことなどについて相談したいかたとその家族のかた。
費 用 無料

訪問保健相談事業

問い合わせ 各地域包括支援センター
福祉総合課 保健係　☎ 5722－9064　　FAX 5722-9062

後期高齢者一人ひとりに対し保健事業を切れ目なく行うため、保健事業と介護予防を
一体的に実施しています。①健康状態不明者の状態把握②通いの場等におけるフレイル
予防の健康教育・健康相談などを行っています。

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業
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○内　容
�　後期高齢者医療制度とは、75歳以上（65歳以上で障害認定を受けているかたを含む）のか
たを対象とする医療保険制度です。制度の運営は、都内の全区市町村で構成する「東京都後期
高齢者医療広域連合」が行います。区は窓口業務や保険料の徴収事務などを行っています。
○対　象
・75歳以上のかた
　75歳の誕生日から自動的に後期高齢者医療制度の被保険者となります。
　※生活保護受給中のかたや在留資格が3ヶ月以下のかたなどは加入できません。
・�65歳〜74歳で一定の障害があると広域連合から認定を受けたかた（障害認定）
　認定日から被保険者となります。任意加入のため、申請が必要です。
○保険証（※）
�　保険証は、被保険者に１人１枚交付されます。
　75歳になるかたへは、75歳の誕生日までに特定記録郵便で送付されます。
※保険証は、令和6年12月2日をもって廃止されます。なお、令和6年12月2日より前に発
行された被保険者証をお持ちのかたは、その保険証に記載の有効期限（令和7年7月31
日）までお使いいただけます。
保険証の廃止以降に、新たに後期高齢者医療保険へ加入するかたは、基本的には「マ

イナ保険証」（健康保険証利用登録がされたマイナンバーカード）をお使いいただくこ
ととなります。マイナンバーカードをお持ちでないかたやマイナンバーカードに健康保
険証利用登録（いわゆる紐付け）をされていないかたには、「資格確認書」を交付します。

令和６年
被保険者証12/2廃止 令和７年

8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8月以降
① 東京都後期高齢者医療被保
険者証 ＊特定記録郵便

有効期間：令和6年8月1日～令和7年7月31日（１年間）
＊�発行済みの被保険者証は、改正法施行後1年間（先に有効期間の
期日が到来する場合は有効期間まで）有効

②�の取扱
と同様

② マイナ保険証を保有 12/2以降「資格情報のお知らせ」を交付 ＊普通郵便

マイナ保険証を不保有 12/2以降「資格確認書」を交付 ＊特定記録郵便

「マイナ保険証」には、ご本人の健康・医療情報に基づくよりよい医療を受けることができる
等のメリットがありますので、マイナンバーカードをお持ちで、まだ、健康保険証利用登録を
されていないかたは、是非、登録を済ませて「マイナンバーカード保険証」をご利用ください。

後期高齢者医療制度

医 療 保 険

対 象 ①�医療機関、特定健康診査未受診かつ介護保険サービス未利用の75歳以上
の高齢者のかた
②通いの場等に参加している高齢者のかた

費 用 無料
そ の 他 ①対象のかたへアンケートをお送りします。

②�通いの場等に訪問しますので、下記「問い合わせ」先にお電話でお申し込
みください。

問い合わせ 国保年金課特定保健指導係　☎ 5722－9024　　FAX 5722-9339
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【マイナ保険証を利用するメリット】
⑴　データに基づく最適な医療が受けられます。
⑵　転居などをしても保険証として利用し続けることができます。
⑶　�限度額適用認定証などがなくても、高額療養費制度における限度額を超える支払いが
免除されます。

マイナンバーカードについては下記フリーダイヤルにてお問い合わせください。
マイナンバー総合フリーダイヤル 0120-95-0178（平日9：30-20：00、土日祝9：30-17：30）
【一部負担金の割合】
�　医療機関等の窓口で支払う一部負担金の割合は、１割、２割、３割の３段階です。
�　一部負担金の割合は、前年の所得が確定したのちに、毎年8月1日を基準日として判定
しています。
1割負担のかた　�同じ世帯にいる被保険者全員の住民税課税所得が28万円未満の場合
2割負担のかた　�同じ世帯にいる被保険者の中に住民税課税所得が28万円以上のかたが

いて、年金収入+その他の合計所得金額の合計額が320万円（被保険者1
人の場合は200万円）以上の場合。※3割負担に該当する場合を除く

3割負担のかた　�同じ世帯にいる被保険者の中に住民税課税所得が145万円以上の被保
険者がいる場合

【保険給付など】
①�限度額適用・標準負担額減額認定証（非課税世帯のかた）：申請により「限度額適用・標準
負担額減額認定証」の交付を受けることができます。医療機関等の窓口に提示すると、保険
適用の医療費の支払いが自己負担額までとなります。また、入院時の食費が減額されます。
②�限度額適用認定証（3割負担のかた）：同じ世帯の被保険者全員の住民税課税所得が690
万円未満の場合、申請により「限度額適用認定証」の交付を受けることができます。医療
機関等の窓口に提示すると、保険適用の医療費の支払いが自己負担額までとなります。
③�高額療養費：1か月ごとの保険適用の医療費の自己負担額が自己負担限度額を超えたと
きは、その超えた額が高額療養費として支給されます。
④�高額介護合算療養費：医療保険と介護保険を利用している世帯で、1年間（毎年8月から
翌年7月）の自己負担額の合計額が、自己負担限度額を超えたときは、その超えた額が支
給されます。
⑤�健康診査：被保険者（施設入所者などを除く）の健康保持増進のため実施しています。毎
年5月下旬に対象者宛てに受診券が送付されます。
⑥�葬祭費：被保険者のかたが亡くなられたときに、その葬儀を行ったかたに支給されます。
（後期高齢者医療制度加入後3ヶ月以内で、従前の健康保険制度から葬祭費に相当する給
付を受けられるかたは対象となりません。）

○保険料
�　病気やケガをしたときの医療費などに充てるため、被保険者の皆さんに保険料を納めて
いただきます。保険料は、個人単位で計算され、被保険者1人ひとりに納めていただきます。

【保険料の計算方法】
�　保険料額は、被保険者が均等に負担する「均等割額」と、被保険者の前年の所得に応じて
負担する「所得割額」の合計額となります。（保険料率は2年ごとに見直されます。）

《令和6・7年度》 保険料（年額） 均等割額 所得割額
6年度 限度額80万円（※１）

＝
47,300円

＋
所得金額（※２）×9.67%（※３）

7年度 限度額80万円 47,300円 所得金額（※２）×9.67%

（※１）�昭和24年3月31日以前に生まれたかたなどは、令和6年度に限り、激変緩和措置により賦課
限度額が73万円

（※２）�前年の総所得金額、山林所得金額、株式・長期（短期）譲渡所得金額などの合計から地方税法に
定める基礎控除額（合計所得が2,400万円以下の場合は43万円）を控除した額（雑損失の繰越
控除額は控除しない）

（※３）�令和6年度の所得割率は激変緩和措置により、賦課のもととなる所得金額が58万円以下のか
たは8.78%



2
健
康
づ
く
り
、
医
療
保
険

15

●保険料の軽減措置
　対象	・�後期高齢者医療制度加入前に被用者保険の被扶養者であったかた
		�  加入から2年を経過するまで均等割額が5割軽減されます。所得割額は、当面の間

かかりません。
	 ・所得の低いかた
		�  同じ世帯の被保険者及び世帯主の「総所得金額等の合計した額」が一定基準額

以下の場合に均等割額が軽減されます。
		�  また、被保険者本人の「賦課のもととなる所得金額」が20万円以下の場合、所得

割額が軽減されます。
【保険料の納付方法】

保険料の納付方法は、原則として介護保険料と同じ公的年金からの引き落とし（特別徴
収）となりますが、申出により口座振替による納付方法を選択することができます。
介護保険料が公的年金から引き落としされていないかた、介護保険料と後期高齢者医
療保険料の合計額が、介護保険料が引かれている公的年金の1回当たりの年金受給額の２
分の１を超えるかたなどは納付書や口座振替で納めていただきます（普通徴収）。
その他
※�新たに後期高齢者医療制度に加入したかたや、目黒区に転入したかたは、当面の間普通
徴収となります。
※�口座振替を希望されるかたは、口座登録の手続きが必要です。なお、国民健康保険料を
口座振替で納めていたかたも、改めて手続きが必要です。
※�納付書払いのかたは、納付書に印字されたバーコードによりキャッシュレス決済を利
用できます。

70歳になると健康保険証のほかに「高齢受給者証」が交付されます。70歳の誕生日の翌
月（１日生まれのかたは誕生月）から有効となります。医療機関にかかるときは「健康保険
証」と「高齢受給者証」の両方を窓口で提示してください（マイナンバーカードで受診する
場合を除く）。医療機関に支払う一部負担金割合は、「高齢受給者証」に記載された割合で
す（○障や○都などの医療証をお持ちのかたはその医療証に定められた割合になります。）。
一部負担金
①�国民健康保険に加入しているかた
一部負担金割合は、毎年8月に前年の住民税課税所得及び算定基礎額を基に判定します。

判定基準（世帯ごとに判定） 一部負担金割合
次のいずれかに該当する世帯
⑴70歳〜74歳の国保加入者全員の住民税課税標準額が145万円未満
⑵70歳〜74歳の国保加入者の算定基礎額※1の合計額が210万円以下

２割

上記⑴、⑵に該当しない世帯 ３割　※2
※1　「算定基礎額」＝総所得金額等－43万円
※2　�３割と判定されたかたでも前年の収入が基準に該当する場合は、再判定で２割に変更になります （申請必要）

②�国民健康保険以外の健康保険に加入しているかたは、加入している健康保険にお問い合
わせください。

※　健康保険証および高齢受給者証は令和6年12月2日に廃止されます。廃止後の各種手続き等にご不明な点
がありましたら、加入している健康保険にお問い合せください。

70 歳から 74 歳までのかたの健康保険（高齢受給者証）

問い合わせ 国民健康保険に加入しているかた
国保年金課　資格賦課係　☎ 5722-9810　　FAX 5722-9339

問い合わせ 国保年金課　後期高齢者医療係　☎ 5722-9838　　FAX 5722-9339




